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１ 策定の背景 

  新型コロナウイルス感染症対応において、マイナンバーシステムをはじめ、行

政全般の情報システム※が有機的に構築されていなかったことや、国・地方自治

体の情報システム※や業務プロセスに差異があることで、地域・組織間で横断的

なデータの活用が十分にできないなど、様々な課題が明らかになりました。 

このような情勢の中、行政のデジタル化の遅れに対する迅速な対処や、データ

の蓄積・共有・分析に基づく行政サービスの質の向上を図るため、各種制度や組

織の在り方等をデジタル化に合わせて変革していく、社会全体のデジタルトラン

スフォーメーション（以下「ＤＸ※」という。）が求められています。 

  こうした認識に基づき、国において「デジタル社会の実現に向けた改革の基本

方針」が策定され、目指すべきデジタル社会のビジョンが示されました。 

  このビジョンの実現のためには、住民にとって身近な行政を担う地方自治体と

しての市の役割は極めて重要であり、「デジタル・ガバメント実行計画※」及び「自

治体ＤＸ推進計画※」においては、地方自治体に関連する施策が多く盛り込まれ、

それらの実行に向けて、令和３年９月にデジタル庁が発足しました。 

  このような情報システム※の標準化・共通化などの地方自治体における施策を

効率的に実行していくために、国が主導的に役割を果たしつつ、地方自治体が足

並みをそろえて取り組んでいくことが求められています。 

 

◆デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ※）のイメージ 

 

（出典 総務省：平成３０年度版情報通信白書） 
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２ 基本方針 

 （１）趣旨 

   こうした背景を踏まえて、デジタル技術を活用して社会変革を進めるＤＸ※ 

の考え方に基づき、「デジタル化を推進し、市民の視点に立った住みやすい環

境づくり」の実現に向け、基本的な考え方として伊万里市デジタルトランス

フォーメーション推進計画を策定します。 

 （２）計画の位置付け 

   伊万里市デジタルトランスフォーメーション推進計画は、国・県のデジタ

ル化・ＤＸ※における施策との整合を図りながら、「伊万里市ＤＸ推進ビジョ

ン」を上位の計画として位置付け、上位計画の各施策を実行するための手段

として、デジタル化の基本的な考え方や具体的な取組を示すものであり、「官

民データ活用推進基本法※」（平成２８年法律第１０３号）第９条第３項に基

づく「市町村官民データ活用推進計画※」に位置付けます。 

 （３）対象期間 

   国の「デジタル・ガバメント実行計画※」、「自治体ＤＸ推進計画※」及び「伊

万里市ＤＸ推進ビジョン」が、対象期間をそれぞれ令和７年度までとしてい

ることから、この計画の対象期間は令和３年度から令和７年度までの５年間

とします。 

 なお、対象期間中であっても、国・県の動向、社会情勢の変化などを踏ま

え、必要に応じて見直しを行います。 

 （４）デジタル化の考え方 

   伊万里市ＤＸ推進ビジョンの基本方針「デジタル化を推進し、市民の視点

に立った住みやすい環境づくり」の実現に向け、デジタル化を推進するにあ

たり、その基本的な考え方として「産業」、「行政」及び「地域」の３つの分

野でのデジタル化・ＤＸ※の取り組みを進めます。 

３ 推進体制 

  デジタル化・ＤＸ※における施策を推進するためには、全庁的な体制や取り組

みが必要となります。 

本市では副市長を本部長とし、庁内の部課長を本部員とした全庁横断的な組織

として「伊万里市デジタルトランスフォーメーション推進本部」を設置し、施策

の意思決定を行います。 

  また、特に専門・重点的に調査・研究等が必要な事項については、部会を設置

し、課題解決に向け組織的に取り組んでいきます。 
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４ 国の動向 

  国においては、令和２年７月に少子高齢化に伴う人口減少社会やウィズコロナ、

アフターコロナの社会変革等に対応するため、「世界最先端デジタル国家創造宣

言・官民データ活用推進基本計画※」を閣議決定しています。 

この計画により、特別定額給付金をはじめとする事務処理の課題解決を含め、

デジタル社会の実現に向けた重点実施計画を取りまとめるとともに、国と自治体

ＤＸ※の基本方針が示されました。 

  令和２年１２月には、デジタル庁創設やＤＸ※推進の基本方針である「デジタ

ル社会の実現に向けた改革の基本方針」とその実行計画である「デジタル・ガバ

メント実行計画※」が閣議決定され、「自治体ＤＸ推進計画※」が策定されました。 

  いずれも、自治体ＤＸ※を推進する上で指針となる内容であり、令和３年度以

降、着手すべき重要な方向性と整備内容が示されています。 

  また、ＤＸ※において、データの利活用は、必要不可欠なものであり、国が官民

データ※利活用のための環境を総合的かつ効果的に整備するため、平成２８年 

１２月に「官民データ活用推進基本法※」が公布、施行され、「官民データ活用推

進基本計画※に即し、かつ、都道府県官民データ活用推進計画※を勘案して当該市

町村の区域における官民データ※活用の推進に関する施策についての基本計画を

定めるよう努めるものとする」と示されています。 

 

◆２０３０年代に期待される社会像   

 

（出典 総務省：令和２年度版情報通信白書） 
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５ 県の動向 

佐賀県では、平成２０年から、県と県内２０市町で連携・協力して、情報シス

テム※の共同運用やＩＣＴ※利活用を推進するため、各自治体のＩＣＴ※関連部門

で構成された組織を運営しています。 

  また、平成２６年度までは、県の総合計画の下位計画としてＩＣＴ※利活用の

推進計画を策定していましたが、現在では総合計画の中で、ＩＣＴ※の活用や関

連するものが約４割にもなったため、総合計画の施策をＩＣＴ※の観点から評価

し、今後の総合計画の施策運営に反映していくこととしました。 

  一方で、自治体等や県民、企業が、課題解決のためにＩＣＴ※を利活用する取

り組みを検討するにあたり、事業効果の有効性やポイント、参考情報等を共有す

る必要性を考え、「佐賀県ＩＣＴ※利活用ハンドブック」を作成しました。 

  このハンドブックは、佐賀県や全国でのＩＣＴ※利活用の成功事例が紹介され

ており、ＩＣＴ※利活用の普及促進に寄与することを目的としています。 

  平成３０年１０月には、佐賀県内の企業に対し、ＤＸ※を推進、サポートする

公共施設として、「佐賀県産業スマート化センター」が開設されました。 

令和２年度からは、さがＳｏｃｉｅｔｙ５．０※の実現を掲げ、ＶＲ※やＡＩ※

自動運転の体験事業や県庁内では、ＡＩ※やＲＰＡ※といったデジタル技術を用い

た業務改革が開始されました。 

このほか、令和３年度には、県市町職員研究会“ｄｘ２１”、佐賀県ＩＣＴ※推

進機構ＤＸ※分科会など、県市町での連携・情報共有しながらＤＸ※を推進してい

く枠組みが創設されています。 

 

◆佐賀県内産業のＤＸ※実現に向けたイメージ 

 
（出典 佐賀県産業スマート化センターホームページ) 
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６ 市のこれまでの取り組み 

  伊万里市では、昭和４９年に伊万里・北松地域広域市町村圏組合電子計算セン

ター（以下「広域電算センター」という。）において、住民記録や税業務の共同処

理を行い、事務の効率化に努めるとともに、市内企業と協力して、市役所内の情

報化を推進してきました。 

  平成１３年９月には「ｅ－いまりアクションプラン（伊万里市情報化計画）」を

策定し、平成１４年度に市役所内ネットワークの構築、平成１５年度には地方自

治体を相互に結ぶ行政専用の「総合行政ネットワーク（以下「ＬＧＷＡＮ※」とい

う。）」との接続を完了しました。 

  一方、平成１８年度には、広域電算センターでの共同処理を終了し、住民記録

や税業務などの基幹系業務について、市独自での運用を始めました。 

  「ｅ－いまりアクションプラン（伊万里市情報化計画）」から１０年経過した平

成２４年に「情報化で、いつでもどこでもだれでも暮らしの楽しさを実感できる

まち伊万里」を目指すべき姿とした「伊万里市地域情報化計画」を策定し、情報

化施策を展開しました。 

平成２８年度には、国が示した「三層の対策」による庁内のネットワークを「個

人番号利用事務系」「ＬＧＷＡＮ※接続系」「インターネット接続系」の三層に分離

したセキュリティ強靭化対策を行いました。 

平成３０年度にはＲＰＡ※、令和元年度にはＡＩ－ＯＣＲ※の実証実験をそれぞ

れ行いました。その有用性については確認することができましたが、費用対効果

の面から当時は導入には至りませんでした。 

令和２年度には、国において策定された「デジタル・ガバメント実行計画※」「自

治体ＤＸ推進計画※」に合わせて、本市においても、ＤＸ※推進の準備をするため、

企画・情報・産業・農業部門をメンバーとしてのプロジェクトチームを作り、自

治体ＤＸ※の専門家である地域情報化アドバイザーによる研修等を実施しました。 

令和３年度からは、新たに自治体ＤＸ※に対応する部署として、業務デジタル化

推進室、産業ＤＸ推進室を設置し、自治体ＤＸ※の説明会を行い、係長以上の職員

へのＤＸ※の周知を図りました。 

ＤＸ※を推進していくための庁内横断的な組織体制として、副市長を本部長と

する伊万里市デジタルトランスフォーメーション推進本部を設置し、本部会議及

び計画作業部会にて、具体的な実施計画となる推進計画策定の調整を行いました。 

また、新たに設立されたＩＤＩＡ※との意見交換や、佐賀県産業スマート化セン

ター長を講師に招いて、市職員へのＤＸ※研修会を開催するとともに、デジタル技

術を活用した新たな地域情報発信として、タブレット端末を使用した電子配布物

の配信の実証実験に取り組んだところです。 
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７ 取組体系 

＜産業分野＞ 

 ◎デジタル化・ＤＸに対する事業者等への理解促進 

  産－①ＤＸセミナーの開催 

  産－②県内企業等の視察 

  産－③先進地視察 

  産－④ＩＣＴフェアの開催 

◎各産業とＩＴ関連企業との積極的な交流 

  産－⑤各産業とＩＴ関連企業との交流 

＜行政分野＞ 

 ◎デジタル化による市民生活の利便性の向上 

  行－①マイナンバーカードの普及促進 

  行－②行政手続きのオンライン化 

  行－③デジタル技術を活用した窓口改善 

  行－④キャッシュレス決済の導入 

  行－⑤公共施設予約システムの導入 

  行－⑥電子入札の導入 

  行－⑦電子契約・見積・請求の導入 

  行－⑧住民公開型ＧＩＳシステムを活用した市民への行政情報の見える化 

  行－⑨各種問い合わせにおけるＡＩチャットボットの導入 

  行－⑩学校ネットワークの適正化 

  行－⑪ＩＣＴ支援員の活用 

  行－⑫ＩＣＴを活用した授業等の研究 

 ◎行政事務の効率化を支える情報基盤の整備促進 

  行－⑬全庁的な業務分析によるＢＰＲ 

行－⑭ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲ等の利用促進 

行－⑮ＡＩ会議録作成支援システムの導入 

行－⑯ペーパーレス化推進のための庁内環境整備 

行－⑰出退勤管理システム導入による職員の管理業務の効率化 

行－⑱郵便料金計器導入による郵便発送業務の効率化 

  行－⑲情報システムの標準化・共通化 

  行－⑳テレワーク環境の構築 

  行－㉑財務会計システムの電子決裁、関連文書の電子化 

   
＜地域分野＞ 

 ◎デジタルデバイド対策 

  地－①デジタルデバイドの解消 

 ◎地域デジタル化推進 

  地－②地域におけるスマートフォン等を活用した情報発信 
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８ 個別取組 

（１）産業分野 

◎デジタル化・ＤＸ※に対する事業者等への理解促進 

施 策 名 称 産－①ＤＸ
※
セミナーの開催           【ビジョン：具体的な取組１】 

事 業 内 容 
ＤＸ

※
の基礎知識の習得及び自社課題の把握、改善に向けたデジタルツールの活用等

について学ぶＤＸ
※
セミナーを開催する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

セミナーの開

催 

セミナーの開

催 

セミナーの開

催 

セミナーの開

催 

セミナーの開

催 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 
目標・期待される

効果 

市内企業のデジタル化・ＤＸ
※
への理解を深めることで、ＤＸ

※
に関する取り組みを促

す。 

 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 セミナー参加社数：年１０社以上 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 参加社数 参加社数 参加社数  

 

施 策 名 称 産－②県内企業等の視察             【ビジョン：具体的な取組１】 

事 業 内 容 県内で積極的にＤＸ
※
に取り組んでいる企業を視察研修する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

 県内企業視察 県内企業視察 県内企業視察  

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 
目標・期待される

効果 

県内の身近な企業の事例等を知ることで、市内企業のデジタル化・ＤＸ
※
への取り組み

が加速する。 

 

 成 果 指 標 

 

数 値 目 標 
実施回数：年２回 

視察参加社数：１回当たり１０社以上 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 実施回数 

参加社数 

実施回数 

参加社数 

実施回数 

参加社数 
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施 策 名 称 産－③先進地視察                【ビジョン：具体的な取組１】 

事 業 内 容 行政及び市内各団体で先進的な他県の取り組みについて調査・研究を行う。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

 先進地視察 先進地視察 先進地視察  

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 
目標・期待される

効果 

市における効果的な施策の展開及び市内各団体の視野拡大と知識向上により、ＤＸ
※

への機運の醸成が図られる。 

 

 成 果 指 標 

 

数 値 目 標 
視察回数：年１回 

参加団体数：１回当たり３団体以上 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 視察回数 

参加団体数 

 

視察回数 

参加団体数 

視察回数 

参加団体数 

 

 

施 策 名 称 産－④ＩＣＴ
※
フェアの開催           【ビジョン：具体的な取組３】 

事 業 内 容 
市内ＩＣＴ

※
関連産業と連携し、最新のＩＣＴ

※
ツールや商材・サービスに直接触れる

機会を創出する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

 フェアの開催 フェアの開催 フェアの開催  

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 
目標・期待される

効果 

最新のＩＣＴ
※
ツールや商材サービスに直接触れることで、デジタル化・ＤＸ

※
への取

り組みが加速する。 

 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 フェア来場者数：１回当たり３００人以上 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 来場者数 

 

 

来場者数 

 

来場者数 
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◎各産業とＩＴ関連企業との積極的な交流 

施 策 名 称 産－⑤各産業とＩＴ関連企業との交流       【ビジョン：具体的な取組２】 

事 業 内 容 市内の各産業と本市に進出したＩＴ関連企業との意見交換会を開催する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

 意見交換会の

開催 

意見交換会の

開催 

意見交換会の

開催 

 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 
目標・期待される

効果 

デジタル技術の利活用推進及びＩＴ関連企業の振興と地域経済の好循環が図られる。 

 

 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 参加団体数：年３団体 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 参加団体数 

 

 

参加団体数 

 

 

参加団体数 
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（２）行政分野 

（☆）は、国の自治体ＤＸ推進計画※で定める自治体の重点取組事項 

◎デジタル化による市民生活の利便性の向上 

施 策 名 称 行－①マイナンバーカードの普及促進（☆）    【ビジョン：具体的な取組４】 

事 業 内 容 令和４年度までに全市民がマイナンバーカードを取得するための促進対策を行う。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

マイナンバーカ

ードの普及促進 

マイナンバーカ

ードの普及促進 

マイナンバーカ

ードの普及促進

（未保有者に対

する対応） 

マイナンバーカ

ードの普及促進

（未保有者に対

する対応） 

マイナンバーカ

ードの普及促進

（未保有者に対

する対応） 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

  

目標・期待される

効果 

今後、国が行うデジタルサービスの拡充に向けて、基盤となるマイナンバーカードの

全市民の取得を目指す。マイナンバーカードは健康保険証、運転免許証などワンカー

ド化
※
等の基盤ともなり、普及した状態で各自治体独自でのサービス展開ができ、市民

の利便性が向上する。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

マイナンバーカード保有率：１００％ 

【マイナンバーカードの保有者数÷マイナンバー保有対象となる全市民数】 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
マイナンバーカ

ードの普及促進
施策 
 

マイナンバーカ

ードの普及促進
施策 
 

マイナンバーカ

ードの普及促進
施策 

マイナンバーカ

ードの普及促進
施策 

マイナンバーカ

ードの普及促進
施策 

 

施 策 名 称 行－②行政手続きのオンライン化（☆）      【ビジョン：具体的な取組５】 

事 業 内 容 各種行政手続きのオンライン化対応を拡大する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

行政手続きのオ

ンライン化の検

討 

国が示す２６行

政手続きのオン

ライン化の導入 

行政手続きのオ

ンライン化済の

一部業務の運用

と対象手続き拡

大の検討 

行政手続きのオ

ンライン化済の

一部業務の運用

と対象手続き拡

大の検討 

行政手続きのオ

ンライン化済の

一部業務の運用

と対象手続き拡

大の検討 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 
目標・期待される

効果 

行政手続きについて、順次最適な方法を見極めながらオンライン化を進めていき、い

つでも、どこでも申請手続きができるようになることで、市民の利便性の向上が図ら

れる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

行政手続きのオンライン化率：５０％ 

【オンライン化した行政手続き数÷全体の行政手続き数】 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
介護・子育関係２
６手続オンライ
ン化の業務整理 

介護・子育関係２
６手続オンライ
ン化サービス開

始 

オンライン化済
業務の運用と対
象手続き拡大の

検討 

オンライン化済
業務の運用と対
象手続き拡大の

検討 

オンライン化済
業務の運用と対
象手続き拡大の

検討 
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施 策 名 称 行－③デジタル技術を活用した窓口改善      【ビジョン：具体的な取組５】 

事 業 内 容 
民間クラウド

※
サービスを活用しスマートフォン、パソコンでの電子申請及び決済を

可能とする。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

電子申請システ

ムの導入に向け

た基礎調査 

一部業務での電

子申請システム

の導入 

導入したシステ

ムの運用及び更

なる拡大の検討 

導入したシステ

ムの運用及び更

なる拡大の検討 

導入したシステ

ムの運用及び更

なる拡大の検討 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

  

目標・期待される

効果 

コロナ禍で必要となった非接触、非対面でのサービス拡充を図り、今後の人口減少に

伴う職員減少にも対応することができる。また、いつでも、どこでも申請手続きがで

きるようになることで、市民の利便性の向上が図られる。 

 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

改善された窓口サービスの利用率：５０％ 

【改善された窓口サービスの利用数÷全体の窓口サービス利用数】 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
基礎調査 対象業務の選定

サービス導入 
サービス稼働 
サービス拡充検

討 

サービス稼働 
サービス拡充検

討 

サービス稼働 
サービス拡充検

討 

 

 

施 策 名 称 行－④キャッシュレス決済の導入         【ビジョン：具体的な取組５】 

事 業 内 容 窓口手数料等について、キャッシュレス決済を開始する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

キャッシュレス

決済の検討 

 

キャッシュレス

決済の導入 

キャッシュレス

決済の運用 

対象窓口拡大の

検討 

キャッシュレス

決済対象窓口の

拡大 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

  

目標・期待される

効果 

感染症対策や利便性を考えた非接触・非対面での窓口手数料等の支払いができるよう

になる。また、電子申請を併用することで、来庁せずに申請から支払まで完結するこ

とが期待できる。 

 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

キャッシュレス決済利用率：８０％ 

【キャッシュレス決済による支払数÷全体の支払数】 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
導入窓口の選定 
事業計画の承認 

調達の実施 
サービス開始 

 
 

年次報告 年次報告 対象窓口拡大検
討 
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施 策 名 称 行－⑤公共施設予約システムの導入        【ビジョン：具体的な取組５】 

事 業 内 容 
オンラインでの施設予約から、クレジットカード等での使用料支払い、スマートロッ

ク
※
まで一貫したデジタル技術を活用した施設管理システムを導入する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

関係部署の意向

調査 

基礎調査及び実

務上の問題点等

の検討 

一部施設への導

入 

導入済システム

の運用及び未導

入施設への拡大

検討 

導入済システム

の運用及び未導

入施設への拡大

検討 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

  

目標・期待される

効果 

非接触、非対面サービスの拡充に合わせ、来庁、電話せずに予約ができる環境と、施

設管理者側もスマートロック
※
により管理でき、鍵の紛失等の問題も解決される。 

 

 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

予約システムの利用率：８０％ 

【予約システムの利用者数÷全体の利用者数】 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
意向調査 
 

基礎調査、検討 
事業計画の承認 

 
 

調達の実施 
システムの実装 

システム稼働開
始 

対象施設拡大検
討 

対象施設拡大検
討 

 

 

施 策 名 称 行－⑥電子入札
※
の導入             【ビジョン：具体的な取組５】 

事 業 内 容 入札から契約、支出まで一貫した電子入札
※
管理システムを導入する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

関係部署の意向

調査 

関連システムの

基礎調査及び実

務上の問題点等

の検討 

関連システムの

基礎調査及び実

務上の問題点等

の検討 

財務会計システ

ムの電子決裁シ

ステム導入 

利用拡大への普

及促進 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

  

目標・期待される

効果 

大量の紙媒体で行われている自治体の契約に係る入札から契約、支払までの手続きに

デジタル技術・システムを導入し、電子化する事により、行政側・事業者側に省時間、

省資源等、諸々のコスト削減につながる。 

 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

事業者の電子入札
※
の利用率：８０％ 

【事業者の電子入札
※
の利用者数÷全体の入札の利用者数】 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
意向調査 基礎調査 

問題点検討 

他事例検証 
 

基礎調査 
検討事業計画の

承認 

調達の実施 
システムの実装 

事業者への利用
拡大の普及促進 

 

 



13 

 

施 策 名 称 行－⑦電子契約・見積・請求の導入        【ビジョン：具体的な取組５】 

事 業 内 容 入札から契約、支出まで一貫したクラウド
※
型電子契約サービスを導入する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

関係部署の意向

調査 

関連システムの

基礎調査及び実

務上の問題点等

の検討 

関連システムの

基礎調査及び実

務上の問題点等

の検討 

財務会計システ

ムの電子決裁シ

ステム導入 

利用拡大への普

及促進 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

  

目標・期待される

効果 

紙媒体で行われている自治体の契約に係る入札から契約、支払までの手続きにデジタ

ル技術・システムを導入し、電子化することにより、行政側・事業者側に省時間、省

資源、印紙代の削減等、諸々のコスト削減につながる。 

 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

事業者の電子契約、電子見積、電子請求の利用率：８０％ 

【電子契約、電子見積、電子請求の利用者数÷全体の契約、見積、請求の利用者数】 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
意向調査 基礎調査 

問題点検討 

他事例検証 
 

基礎調査 
検討事業計画の

承認 

調達の実施 
システムの実装 

事業者への利用
拡大の普及促進 

 

 

施 策 名 称 
行－⑧住民公開型ＧＩＳシステム

※
を活用した市民への行政情報の見える化 

                        【ビジョン：具体的な取組６】 

事 業 内 容 
道路台帳附図のデジタル化とデジタル野帳を導入し、住民公開型ＧＩＳシステム

※
で

地図情報を公開する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

基礎調査、関連部

署協議、事業計画

の承認 

住民公開型ＧＩ

Ｓシステム
※
の

構築 

システムの稼働 システムの機能、

搭載情報の拡充

等検討 

システムの機能、

搭載情報の拡充

等検討 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

  

目標・期待される

効果 

航空写真や座標データ、様々な管理データ、施設データ等の地図情報を整理し、住民

公開型ＧＩＳシステム
※
で公開していくことで、来庁せずとも、スマートフォン・パソ

コン等で、生活に有用な情報に簡単にアクセスできる環境を提供することで、市民の

生活の質の向上が図られる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 住民公開型ＧＩＳシステム

※
へのアクセス者数：年５，０００人以上 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
基礎調査 

事業計画の承認 

調達の実施 

システムの実装 
 
 

システム稼働開

始 

システムの機能 

搭載情報の拡充
等検討 

システムの機能 

搭載情報の拡充
等検討 
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施 策 名 称 
行－⑨各種問い合わせにおけるＡＩチャットボット

※
の導入 

【ビジョン：具体的な取組６】 

事 業 内 容 
市役所ホームページなどへの問い合わせに対応するＡＩチャットボット

※
を導入す

る。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

導入に向けた基

礎調査 

導入窓口の選定・

決定 

システムの構築 システムの稼働 導入窓口の拡大

検討 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

  

目標・期待される

効果 

ＡＩチャットボット
※
は、定型業務はもちろん、標準化が困難と思われていた市民相談

のような非定型業務においても、ディープラーニング
※
の技術を用いて、適切な回答を

行うことができる。コロナ禍においても対面せずに、閉庁時にも市民が知りたい情報

をチャットボットから得ることができる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

ＡＩチャットボット
※
利用率：８０％ 

【ＡＩチャットボット
※
による問い合わせ÷該当業務の問い合わせ数】 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
基礎調査 
 

導入窓口の選定 
事業計画の承認 

 
 

調達の実施 
システム実装 

システム稼働開
始 

対象窓口拡大の
検討 

 

 

施 策 名 称 行－⑩学校ネットワークの適正化         【ビジョン：具体的な取組１０】 

事 業 内 容 
ＧＩＧＡスクール構想

※
で構築された各学校のネットワーク上のデータ量が、当初想

定値より増加したため、適正なネットワーク環境を構築する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

４校の通信環境

改善のためのネ

ットワーク工事 

令和３年事業の

検証及び必要な

学校に対するネ

ットワーク工事 

令和４年事業の

検証及び必要な

学校に対するネ

ットワーク工事 

令和５年事業の

検証及び必要な

学校に対するネ

ットワーク工事 

運用 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 目標・期待される

効果 

学校のネットワーク環境が改善され、児童生徒及び教職員によるオンラインを活用し

た教育の幅が広がる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

通信不良発生学校率：０％ 

（瞬間的な通信不良ではなく、根本的な通信不良により授業等が行えないこと） 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
学校からの報告 学校からの報告 学校からの報告 学校からの報告 

 
 
 

学校からの報告 
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施 策 名 称 行－⑪ＩＣＴ
※
支援員の活用           【ビジョン：具体的な取組１１】 

事 業 内 容 

児童生徒１人１台端末及びオンライン授業対応として教職員のＩＣＴ
※
活用支援を行

う。コロナ禍における学校の臨時休業等の非常時対応として、ＩＣＴ
※
活用によりす

べての児童生徒の学びを保障するため、ＩＣＴ
※
活用を円滑に進めるために必要な支

援体制を整備する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

研修等の実施 研修等の実施 研修等の実施 研修等の実施 研修等の実施 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 
目標・期待される

効果 

ＩＣＴ
※
活用支援、ＩＣＴ

※
機器のトラブル対応、教職員向けの研修等を行うことに

より、授業における１人１台の端末を利用したＩＣＴ
※
環境の活用が推進される。ま

た、コロナ禍における非常時の学びの保障として、オンライン授業ができる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 研修等実施回数：年２回 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
実施 
運用 

実施 
運用 

実施 
運用 

実施 
運用 

実施 
運用 
 

 

 

 

施 策 名 称 行－⑫ＩＣＴ
※
を活用した授業等の研究      【ビジョン：具体的な取組１２】 

事 業 内 容 
ＧＩＧＡスクール構想

※
で整備された機器及び環境を充分に活用した授業等の研究・

開発を行う。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

タブレット端末

の活用の推進、 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ教育

の指導書作成 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ教育

の指導書作成、 

教職員による研

究 

教職員による研

究、研究成果の実

践 

教職員による研

究、研究成果の実

践 

教職員による研

究、研究成果の実

践 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 
目標・期待される

効果 

プログラミング教育について、一定の水準以上の授業を効率的に行うことができる。
教職員がメンバーとなっているワーキンググループ等で、自らが研究・開発を行うこ
とで、実践的な授業等を行うことができ、市内各学校で共有することができる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

ワーキンググループ等の協議会数：年５回以上 

実証実験を含めた研究成果の実践：年１回以上 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
実証実験 実証実験 

 

 
 

実証実験結果の
効果検証 

検証結果による
計画、実施、運用 

検証結果による
計画、実施、運用 
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◎行政事務の効率化を支える情報基盤の整備促進 

施 策 名 称 行－⑬全庁的な業務分析によるＢＰＲ
※
      【ビジョン：具体的な取組５】 

事 業 内 容 
ＲＰＡ

※
・ＡＩ－ＯＣＲ

※
での業務効率化にもつなげられるよう業務の洗い出しと整

理を行う。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

関連部署への導

入に向けた意向、

状況調査 

適正な対象部署

の検討、選定事業

計画の承認 

試験的導入、 

運用効果測定検

証 

拡大等検討、 

ＲＰＡ
※
・ＡＩ－

ＯＣＲ
※
等導入

業務検討 

拡大等検討、 

ＲＰＡ
※
・ＡＩ－

ＯＣＲ
※
等導入

業務検討 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 
目標・期待される

効果 

ＢＰＲ
※
によって業務プロセスの見直しができ、時間外勤務の減少やＲＰＡ

※
・ＡＩ

－ＯＣＲ
※
などデジタル技術を効果的に投入することで業務効率化が期待できる。 

 成 果 指 標 

 

数 値 目 標 
ＢＰＲ

※
を行う部署数：３部署 

業務の拡大数：５業務以上 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
関係部署の意向 
状況調査 

対象部署の選定 
事業計画の承認 
 

 

導入 
運用 
効果測定検証 

検証での拡大 
ＲＰＡ※・ＡＩ－
ＯＣＲ※等導入

業務検討 

検証での拡大 
ＲＰＡ※・ＡＩ－
ＯＣＲ※等導入

業務検討 

 

 

施 策 名 称 行－⑭ＲＰＡ
※
・ＡＩ－ＯＣＲ

※
等の利用促進   【ビジョン：具体的な取組５】 

事 業 内 容 
ＢＰＲ

※
での業務分析に基づいて対象業務、部署を選定しＲＰＡ

※
・ＡＩ－ＯＣＲ

※

を導入する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

過去検討されて

いた際の問題点

等の検証 

関連部署への意

向、状況調査 

対象部署の検討、

選定事業計画の

承認 

試験的導入、 

運用効果測定検

証 

運用拡大等検討 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 

目標・期待される

効果 

ＢＰＲ
※
で、対象業務、部署を抽出し、ＲＰＡ

※
・ＡＩ－ＯＣＲ

※
等のデジタル技術

を導入することで、大量の定型的な入力作業等を自動化し、大幅な業務効率化につな

げる。 

 成 果 指 標 

 

数 値 目 標 
ＲＰＡ

※
・ＡＩ－ＯＣＲ

※
等の導入部署数：３部署 

業務の拡大数：５業務以上 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
問題点等の検証 関係部署の意向 

状況調査 
 

 

対象部署の選定
事業計画の承認 

導入 
運用 
効果測定検証 

運用 
検証での拡大 
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施 策 名 称 行－⑮ＡＩ
※
会議録作成支援システムの導入    【ビジョン：具体的な取組５】 

事 業 内 容 ＡＩ
※
による議事録作成支援クラウド

※
サービスを導入する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

導入に向けての

基礎調査 

導入、稼働 運用 運用 運用 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 

目標・期待される

効果 

ＡＩ
※
での予測文字変換機能を用いて、市議会及び各種会議における議事録作成を支

援することにより、議事録作成にかかる時間を大幅に短縮できる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

議事録作成における当該システムの利用率：１００％ 

【システムの利用数÷全体の議事録作成すべき会議数】 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
基礎調査 

事業計画の承認 

調達の実施 

システム実装稼
働 
 

運用 運用 運用 

 

 

施 策 名 称 行－⑯ペーパーレス化推進のための庁内環境整備  【ビジョン：具体的な取組５】 

事 業 内 容 
市役所内のペーパーレス化のためのペーパーレス会議システムやタブレット端末を導

入する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

現状確認 システムの検討、 

事業計画の承認 

導入、運用、 

効果測定検証 

運用、適用業務の

拡大等検討 

運用、適用業務の

拡大等検討 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 

目標・期待される

効果 

会議等における資料配布を紙媒体からデジタル化することで、タブレット端末等を用

いてクラウド
※
上の資料を参照することができ、省資源、省スペース、省時間等の業

務等の効率化が図られる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

ペーパーレス会議への移行率：７０％ 

【ペーパーレス会議の数÷全体の会議数】 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
現状確認 導入システムの

検討 
事業計画の承認 
 

調達の実施 

システム稼働 

運用 

適用業務の拡大
等検討 

運用 

適用業務の拡大
等検討 
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施 策 名 称 
行－⑰出退勤管理システム導入による職員の管理業務の効率化 

【ビジョン：具体的な取組５】 

事 業 内 容 
市役所本庁の職員の出退勤管理を、現在のタイムカードへの打刻方式から専用カード

の掲示・読み込みでの出退勤管理システムに移行する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

 基礎調査 導入、稼働 稼働 

 

稼働 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 

目標・期待される

効果 

市役所本庁の職員の出退勤管理を、現在のタイムカードへの打刻方式から専用カード

の掲示・読み込みでの出退勤管理システムに移行することで、現在、タイムカード

（紙媒体）で複数人において点検がなされている当該業務において、大幅な事務軽減

等業務効率化が図られる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 出退勤管理システムの導入、運用 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
 基礎調査 

事業計画の承認 
 
 

調達の実施 

システムの導入 

運用 運用 

 

 

施 策 名 称 
行－⑱郵便料金計器導入による郵便発送業務の効率化 

【ビジョン：具体的な取組５】 

事 業 内 容 
郵便料金計器を導入し、郵便の通数・料金の集計を自動化し、郵便局への持ち込み時

間を柔軟にし、簡潔に課ごとの正確な料金計算や郵便物の発送量の管理を行う。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

 基礎調査 導入、稼働 稼働 

 

稼働 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 
目標・期待される

効果 

郵便料金計器を導入することで郵便関連業務における非効率な手作業集計、複数部署

で不定期に行われることに起因する郵便の重量・サイズ誤り等の作業ミスが解消さ

れ、業務の効率化が図られる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 郵便料金計器の導入、運用 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
 基礎調査 

事業計画の承認 
 

 

調達の実施 
システムの導入 

運用 運用 
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施 策 名 称 行－⑲情報システム
※
の標準化・共通化（☆）   【ビジョン：具体的な取組６】 

事 業 内 容 
令和７年度までに基幹系１７業務

※
システムを標準化・共通化した上で、国が今後整

備するガバメントクラウドサービス
※
を活用する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

事業計画の承認 既存システムと

標準システムの

差異分析 

既存システムと

標準システムの

差異分析、標準シ

ステムの開発 

標準システムの

開発実装 

ガバメントクラ

ウドサービス
※

上での標準シス

テム稼働 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 

目標・期待される

効果 

住民情報等の基幹業務システムの標準化・共通化を行い、ガバメントクラウドサービ

ス
※
を利用することで、維持管理コストの大幅軽減を図るとともに、システム提供事

業者の固定化を防止し、適正な競争原理が働く体制を整備できる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 令和７年度末までにガバメントクラウドサービス

※
上での基幹業務システムの稼働開始 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
事業計画の承認 差異分析 

 
 
 

差異分析 

システム開発 

システム開発 標準システム稼

働 

 

 

施 策 名 称 行－⑳テレワーク
※
環境の構築          【ビジョン：具体的な取組７】 

事 業 内 容 
感染症対策に加え災害時における行政機能の維持、職員の働き方改革の実現のために

テレワーク
※
ができる環境の構築を行う。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

現状確認 導入に向けた関

連部署への意向 

状況調査 

対象部署の検討、

事業計画の承認 

試験的導入、 

運用、効果測定検

証 

運用、 

適用業務の拡大

等検討 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 

目標・期待される

効果 

感染症対策やＢＣＰ
※
や働き方改革の観点から、テレワーク

※
によって、場所や時間

にとらわれない職場環境を構築することができる。テレワーク
※
を行う環境を構築す

るためには、紙媒体の廃止や個人情報の取り扱いの安全性の向上等を行う必要があ

り、業務効率化につながる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 テレワーク

※
可能な業務数：３業務以上 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
現状確認 関係部署の意向 

状況調査 
 
 

対象部署の選定 

事業計画の承認 

導入 

運用 
効果測定検証 

運用 

検証結果での拡
大 
見直し等検討 
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施 策 名 称 
行－㉑財務会計システムの電子決裁、関連文書の電子化  

【ビジョン：具体的な取組８】 

事 業 内 容 
入札、契約、支出に伴う各種帳票や手続きのデジタル化を行い、財務会計システムに

電子決裁機能を導入する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

関係部署の意向

調査 

関連システムの

基礎調査、 

実務上の問題点

等の検討 

システムの導入 システムの稼働 

運用 

 

運用、利用拡大へ

の普及促進 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 

目標・期待される

効果 

紙媒体で行っている市の収入、支出関係の財務会計システムの帳票及び関連資料につ

いて、電子決裁、帳票のデジタル化機能を追加導入することにより、省時間、省資

源、業務効率化につながる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 財務会計システムの電子決裁及び帳票機能の構築、運用 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
意向調査 基礎調査 

問題点検討 
他事例検証 
事業計画の承認 

調達の実施 

システムの導入 

稼働開始 

電子入札※ ,契
約,見積,請求等
との調整 

契約関連業務の

デジタルで一貫
したシステムの
稼働 
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（３）地域分野 

◎デジタルデバイド※対策 

施 策 名 称 地－①デジタルデバイド
※
の解消         【ビジョン：具体的な取組１３】 

事 業 内 容 

ＩＣＴ
※
講習会や高齢者向けのスマートフォン教室を開催する。また、この講習会とは

別に、携帯キャリア会社の協力を受け、現在スマートフォンを持っていない高齢者向

けの「はじめてのスマホ教室」を開催する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

講習会の開催 講習会の開催、

「はじめてのス

マホ教室」の計

画、検討、実施 

講習会の開催、

「はじめてのス

マホ教室」の計

画、検討、実施 

講習会の開催、

「はじめてのス

マホ教室」の計

画、検討、実施 

講習会の開催、

「はじめてのス

マホ教室」の計

画、検討、実施 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 

目標・期待される

効果 

地域社会のＤＸ
※
推進については、年齢、性別等にかかわらず、誰も取り残されない

形で、全ての市民にデジタル化の恩恵を広く行き渡らせていくことが重要であり、情

報技術を利用する能力及びアクセスする機会を持つ人と持たない人との間の情報格差

を解消する。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

講習会等への参加者数：２００人（定員１０人×２日間×年２回×５年） 

スマホ教室への参加者数：４８０人（定員２０人×年６回×４年） 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
講習会等の計画、

検討、実施、報告 

講習会等の計画、

検討、実施、報告 
 

講習会等の計画、

検討、実施、報告 

講習会等の計画、

検討、実施、報告 

講習会等の計画、

検討、実施、報告 

 

◎地域デジタル化推進 

施 策 名 称 
地－②地域におけるスマートフォン等を活用した情報発信 

【ビジョン：具体的な取組１４】 

事 業 内 容 

地域への配布・回覧物について、電子化を行い、スマートフォン等で見ることができ

る環境を提供する。また、地域内での情報共有やコミュニケーションを取れるツール

も導入する。 

 スケジュール 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

取 組 内 容 

実証実験地区選

定、計画、検討、

実施 

実証実験地区選

定、計画、検討、

実施 

実証実験結果に

伴う効果、検証、

アプリ開発の検

討 

検討、実施、運用 検討、実施、運用 

計 画                     

検討・設計・開発                     

実 施 ・ 運 用                     

 
目標・期待される

効果 

地域への配布・回覧物を電子化し配信することで、市民が即時に内容を確認できると

ともに、自分が見たい時にいつでも見られる環境となり、将来のペーパーレス化にも

繋がる。 

 成 果 指 標 

 
数 値 目 標 

回覧板閲覧率：８０％ 

【回覧板閲覧者数÷利用登録者数】 

実 施 評 価 指 標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
実証実験 実証実験 実証実験結果の

効果検証 
検証結果による
計画、実施、運用 

検証結果による
計画、実施、運用 
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９ 用語解説 

＜アルファベット順＞ 

●ＡＩ（Artificial Intelligence） 

人工的な方法による学習、推論、判断等の知的な機能の実現及び人工的な方法により

実現した当該機能の活用に関する技術のこと。 

●ＡＩ－ＯＣＲ（AI-Optical Character Recognition） 

紙文書をスキャンにより読み取り、文字をデジタルデータに変換するＯＣＲ技術にＡ

Ｉを組み込み、読み取り精度を高めたもの。 

●ＡＩチャットボット 

ＡＩ機能で会話（チャット）を行うロボットを用いた「自動会話プログラム」のこと。

２４時間３６５日の稼働が可能となり、担当者不在でも問い合わせに対応できる。 

●ＢＣＰ（Business Continuity Planning） 

災害などの緊急事態において損害を最小限に抑え、重要な業務を継続し早期復旧を図

るための企業や団体の事業継続計画のこと。 

●ＢＰＲ（Business Process Re-engineering） 

既存の組織やビジネスルールを抜本的に見直し、利用者の視点に立って、業務プロセ

ス全体について、業務内容、工程、組織構造、情報システムを再設計すること。 

●ＤＸ（Digital Transformation） 

様々なモノやサービスがデジタル化により便利になったり、効率化されたりすること

でデジタル技術が社会に浸透し、それまでには実現できなかった新たなサービスや価値

が生まれる社会やサービスの変革のこと。 

●ＧＩＧＡスクール構想 

令和元年１２月に文部科学省が発表した教育改革案のこと。ＧＩＧＡは「Global And 

Innovation Gateway for All」の略で、「すべての児童・生徒のための世界につながる革

新的な扉」を意味する。児童・生徒１人１台の学習用端末やクラウド活用を踏まえたネ

ットワーク環境の整備を行い、個別に最適化された教育の実現を目的とする。 

●ＩＣＴ（Information and Communication Technology） 

情報・通信に関する技術や通信技術を活用したコミュニケーションの総称。 

●ＩＤＩＡ（Imari Digital Innovation Association） 

伊万里市に誘致したＩＴ企業や地元企業で構成する協会のこと。 

●ＬＧＷＡＮ（Local Government Wide Area Network） 

地方公共団体間のコミュニケーションの円滑化、情報の共有による情報の高度利用を

図ることを目的として、地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続したもの。 
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●ＲＰＡ（Robotics Process Automation） 

人間がコンピューター上で行っている定型作業を、ソフトウェア型のロボットで自動

化すること。 

●Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０ 

ビッグデータ、ＡＩ、ロボットなどのテクノロジーによって、オンライン空間と現実

世界をつないで、様々な社会の問題を解決する、人々が暮らしやすい社会のこと。 

●ＶＲ（Virtual Reality） 

現実・実物ではないが、機能としての本質は同じであるような環境を、仮想的に作り

だす技術のこと。 
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＜五十音順＞ 

●ガバメントクラウドサービス 

政府共通のクラウドサービスの利用環境であり、迅速、柔軟かつセキュアでコスト効

率の高いシステムを構築することでき、地方公共団体においても同様の利点を享受でき

る。 

●官民データ 

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そのほか人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録をいう。）に記録された情報（国の安全を損ない、公の秩序の

維持を妨げ、又は公衆の安全の保護に支障を来すことになるおそれがあるものを除く）

であって、国、地方公共団体、独立行政法人、その他の事業者により、その事務または事

業の遂行に当たり管理され、利用され、又は提供されるもの。 

●官民データ活用推進基本計画 

官民データ活用推進基本法（平成２８年法律第１０３号）第８条第１項に基づき、官

民データ活用の推進に関する施策の総合的かつ効果的な推進を図るため、官民データ活

用の推進に関する基本的な計画のこと。 

●官民データ活用推進基本法（平成２８年法律第１０３号） 

官民データ活用の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進し、国民が安全で安心

して暮らせる社会及び快適な生活環境の実現に寄与することを目的とする法律。同法第

９条３項に、市町村による市町村官民データ活用推進計画の策定が努力義務として規定

されている。 

●基幹系１７業務 

住民基本台帳、選挙人名簿管理、固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税、

国民健康保険、国民年金、障害者福祉、後期高齢者医療、介護保険、児童手当、生活保

護、健康管理、就学、児童扶養手当、子ども・子育て支援をいう。 

●クラウド 

企業やデータセンターなどの自組織の外に構築された情報システムの機能をサービス

としてインターネットを介して利用するシステム形態のこと。 

●自治体ＤＸ推進計画 

総務省で、デジタル・ガバメント実行計画に記載された各施策のうち、自治体が重点

的に取り組むべき事項・内容を具体化したもの。 

●市町村官民データ活用推進計画 

官民データ活用推進基本法（平成２８年法律第１０３号）第９条第３項に基づき、市

町村の努力義務として策定する区域における官民データ活用の推進に関する基本的な計

画のこと。 
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●住民公開型ＧＩＳシステム 

ＧＩＳ（Geographic Information System）とは、地理的位置を手がかりに位置に関す

る情報を持ったデータを総合的に管理・加工し、視覚的に表示し、高度な分析や迅速な

判断を可能にする技術であり、この技術を用いて、インターネットで市民などへ情報提

供する機能を持つ地理情報システムのこと。 

●情報システム 

市町村における情報システムは、主に基幹系業務システム（住民基本台帳、固定資産

税など１７業務）及び内部管理事務系システム（人事給与、財務会計等）により構成され

ている。 

●スマートロック 

スマートフォンアプリ等の機器を使用してドアの施錠管理を行うシステムのこと。 

●ディープラーニング 

人間が行うことをコンピューターに学習させる機械学習の手法のひとつであり、デー

タの特徴をより深く学習することで複雑な処理ができる。 

●デジタル・ガバメント実行計画 

デジタル・ガバメントとは、デジタル技術を活用し行政サービスを見直し、社会問題

の解決や経済成長を実現するための政府の取り組みのこと。実行計画は、デジタル手続

法（平成１４年法律第１５１号）第４条に基づく情報通信技術を利用して行われる手続

等に係る国の行政機関等の情報システムの整備に関する計画と一体のものとして令和元

年１２月２０日に閣議決定され、令和２年１２月２５日に改定された。 

●デジタルデバイド 

パソコンやインターネットを使える人と使えない人との間に生じる情報の格差のこと。 

●テレワーク 

ｔｅｌｅ（離れたところ）とｗｏｒｋ（働く）を合わせた造語。情報通信技術を活用し

た、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方のこと。働く場所によって、自宅利用型、モ

バイルワーク、施設利用型の３つに分けられる。 

●電子入札 

入札案件の登録、参加申請、入札書の提出・受理、落札者決定の事務をインターネット

を利用して行うもの。 

●都道府県官民データ活用推進計画 

官民データ活用推進基本法（平成２８年法律第１０３号）第９条第１項に基づき、官

民データ活用推進基本計画に即して、都道府県の区域における官民データ活用の推進に

関する施策についての基本的な計画のこと。 

●ワンカード化 

公的個人認証サービス等を活用して、健康保険証やお薬手帳、運転免許証などをマイ

ナンバーカードに一体化させることを目指すもの。 


